
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

農地制度の円滑な運用及び農地の流動化等に取組む農業委員等　延べ500人

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

延べ
500人

6,990 8,354

合計 21,294 11,882

延べ
500人

延べ
559人

達成

18,069

　市町村農業委員会等の、農地の流動化の推進や有効利用を促進する活動により、担い手が効率的な営農展開ができるように、農地の
利用集積率の向上等を目指す。

　農業従事者の高齢化による離農、規模縮小とともに、農家数も減少傾向にあるため、地域農業の担い手の確保・育成と農地の利用集積
が重要な課題となっている。

成果目標の達成状況

項目

農業委員及び事務
局研修会受講者数

事業番号 ０８ ０６ １５ 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 農地有効利用支援事業 担
当
課

部局 農政部

　１　夢ある農業を実践する経営体の育成 実施期間 H22 ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助金を活用し実施することが効率的であるため
農業委員会交付金等交付要綱　等

課・室 農村振興課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail noson@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-3　夢に挑戦する農業

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

広域的農地利用調整活動支援事業 補助金
成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

農地有効利用支援事業 補助金
（実施主体：11市町村農業委員会）
市町村農業委員会が行う、農地相談員による相談活
動や農業委員の研修等の実施を支援

15,000 4,892 9,715

（実施主体：長野県農業会議）
長野県農業会議が行う、農業委員会からの相談に対
する助言活動、農地法等に基づく業務を処理するため
の研修等への支援（研修回数6回）

6,294

14,564 21,294 18,069

合計（A) 11,027 18,069

延べ
500人

26年度 27年度

当初予算 13,597

補正予算 -2,570 -7,200

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

14,564 14,094

概　算
人件費

0.30 0.30 0.30 0.30

2,477

11,027 14,564 11,882

2,477

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

農地中間管理事業による担い手への農地集積・集約化に向けた取組が活発に行われるなかで、農地制度の円滑な運用及び農地の流動
化に向けた農業委員等の取組が必要なことから、引き続き実施していく。

目標に対
する成果
の状況

地域における担い手への農地の利用集積等を進める実務研修を行うことにより、農業委員等の資質向上が図られた。

 概算事業費（B（A）+C） 13,504 17,041 14,359 20,546

2,477 2,477

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

11,027 14,564 14,094 18,069


